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研究成果の概要（和文）：本研究の最大の成果は、まず、比較対象国から複数の研究者を招聘して、２回にわた
る国際セミナーを開催したことである。この国際セミナーでは、韓国・台湾・中国における「能力」概念をめぐ
る議論状況について、各国の研究者からの報告を受けて、国内の研究者を含めて活発な議論が展開された。ここ
で得られた研究成果については、現在、学内の紀要等で公表すべく、取りまとめと準備を進めている。
また、「能力」概念やこれに関連する「適合性原則」や「成年後見制度」等について、議論状況を整理し、分析
を行った。これらの研究成果については、順次公表している。

研究成果の概要（英文）：The greatest result of this study is that we first hosted two international 
seminars by inviting multiple professors from the countries to be compared.In this international 
seminar, active discussions were held including domestic professors, in response to reports from 
each country on the state of discussion on the concept of "Legal Capacity" in Korea, Taiwan and 
China.The results of this study obtained here are currently being compiled and prepared for 
publication in the bulletin of Chuo University etc.
In addition, the discussion situation was analyzed and analyzed about the concept of "Legal 
Capacity" and related "Suitability Rules" and "Adult Guardianship System". The results of these 
studies are published one after another.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) わが国は，国民の４分の１強が高齢者で
ある「超高齢社会」となっている。そこで、
判断能力の低下した高齢者につき消費者被
害等からの保護を図るための法制度を整備
することは、喫緊の課題であるといえよう。 
 現行の民法では、成年後見制度によってこ
のような状況をカバーすることが予定され
ている。しかしながら、周囲に身寄りもなく、
成年後見等の審判開始の申立て等がなされ
ず、事実上、制度が用いられないまま被害に
遭うことも少なくない。そこでこうした場合
に活用されるのが、意思無能力による無効と
いう法概念である。判例・学説ともこのよう
な法概念の存在自体は特に異論なく認めて
いるが、民法典の制定に際しては、契約等の
法律行為の要素である意思を欠く場合にそ
の法律行為が無効となるのは当然として規
定は設けられなかった。 
そのような状況を大きく変えたのが、民法
の債権法改正をめぐる議論である。申請当時
の 2014 年に法制審議会民法（債権関係）部
会で決定された「民法（債権関係）の改正に
関する要綱仮案」においては、第２として、
意思能力を欠いてなされた法律行為を無効
にする旨の規定を設けることが提案されて
いた。民法典の制定過程の議論をふまえれば、
このような「意思能力」に関する規定を設け
ること自体が、従来の民法典のあり方そのも
のを問い直す意味を有するといえよう。 
 
(2)もっとも、上記のような規定が設けられる
ことは、逆の意味で今後の民法典のあり方自
体が問い直される契機ともなる。今回の要綱
仮案提示に至るまでの一連の議論において
は、「意思能力」を民法上定義づけることも
検討された。実際、2013年に決定された「民
法（債権関係）の改正に関する中間試案」で
は、「意思能力」を「法律行為をすることの
意味を理解する能力」という形で規定するこ
とが提案されていた。ところがその後、「意
思能力」について、文言自体は実務に定着し、
かつ、考慮要素が一定ではないことから、定
義は設けず解釈に委ねるものとされた。 
しかしながら、そのことにより積み残され
た課題も多い。例えば、今回の民法改正では
検討の対象外とされた成年後見制度に関す
る条文では「事理弁識能力」という文言が用
いられるが、これは一般には「意思能力」の
ことを意味すると説明される。そのため議論
の過程でも両者の関係が検討されたが、結局、
調整は見送られた。 
一方、判断能力の低下した高齢者が、事件
や事故に巻き込まれることも少なくない。例
えば徘徊して線路に立ち入ってしまい列車
に轢かれてしまった場合などは、高齢者は被
害者であるのと同時に、列車の運転見直しに
伴う営業上の損害を生じさせた加害者とし
て不法行為責任が問題となりうる。もっとも
そのような場合には、高齢者本人は「責任（弁

識）能力」（713条）がないとして免責される
ことになる。この「責任（弁識）能力」も、
「意思能力」や「事理弁識能力」と同様に判
断能力の低下した状態を指すものであるが、
その判断基準は必ずしも明らかとはいえな
い。 
以上のように、民法改正により、判断能力
について同様の状態を示す文言が複数併存
することになるが、そのような状況は、国民
にわかりやすい民法をめざすという改正作
業の理念からすれば望ましくはない。そこで、
複数の概念の有する内容を改めて分析し、共
通点・相違点を洗い出したうえで民法上の
「能力」概念を整序することが必要不可欠と
なる。 

 
(3) さらにここで着目すべきは、わが国が平
成 25 年に批准を承認した障害者権利条約と
その影響を受けた世界における民法改正の
動向である。条約では、障害者が他の者と平
等に法的能力を享有することが前提とされ
ているが（12 条）、それを受けてすでに批准
した国々では国内法の整備が進んでいる。近
隣諸国をみても、先行する韓国をはじめ、中
国・台湾でもそのような動きが進んでいる。 
そこで、経済的に結びつきの強い東アジア
で現在要請されつつある法のハーモナイゼ
ーションという観点からこうした近隣諸国
の状況をつぶさに把握したうえで、高齢者本
人の「意思の尊重」あるいは「自己決定の支
援」という視点を重視しつつ、民法上の「能
力」概念のあり方を考察することも必要とな
る。これが本研究開始当初の背景であった。 
 
２．研究の目的 
本研究は、民法（債権法）改正において「意
思能力」に関する規定が設けられる方向性が
示されていることを契機として、民法上の判
断能力に関する概念、すなわち「意思能力」・
「事理弁識能力」（または「行為能力」）・「責
任弁識能力」等の示す内容を横断的に分析す
ることを通して、民法における「能力」概念
を整序し、新たな理論を構築することを目的
とする。 
具体的には、「意思の尊重」あるいは「自
己決定の支援」を前提とする障害者権利条約
を批准した東アジアの国や地域（韓国・中
国・台湾）における民法改正へ向けた動向も
ふまえながら、民法（債権法）改正で十分に
カバーされていない「能力」をめぐる種々の
規定の整序を図るべく新たな立法提言を行
う。 
 
３．研究の方法 
(1) 研究期間中、研究目的に従い、国内外の
調査を行いそれにより収集した情報の整
理・分析を行うとともに、海外から各国の研
究協力者を招聘して複数回の国際セミナー
を開催し、情報交換を行った。 
 



(2)初年度である平成 27 年度は、まず日本に
おける議論状況、具体的には「意思能力」・「事
理弁識能力」（行為能力）・「責任（弁識）能
力」をめぐる議論状況の調査・把握を試みた。 
次に、周辺諸国における議論状況を把握す
べく国際セミナーの実施に向けて、各国の研
究協力者と調整を進めたが、研究代表者の宮
下が大学を移籍することになった関係で、先
方との日程調整が叶わず、次年度意向に実施
することになった。 
 
(3) 研究第二年度となる平成 28年度は、研究
課題に関する比較法的な研究を本格化する
ことにした。そこで、比較対象国のうち、ま
ずは「能力」概念について日本と近似した法
制度を採用している韓国及び台湾（中華民
国）から同概念に詳しい研究者を計３名（韓
国２名・台湾１名）招聘するとともに、日本
国内の大学に所属し、各種の「能力」概念に
精通する研究者４名（うち１名は中国出身で
日中比較を担当）にも報告を依頼し、2017
年２月５日に国際セミナー「民法における
『能力』概念の比較法的考察」を開催した。
当日は、報告者及び参加した国内外の研究
者・実務家の間で活発な議論が行われた。 
また、宮下は韓国の亜洲大学校に招聘され、
また、研究分担者の朱曄は台湾の台湾大学を
訪問し、本年度のみならず、来年度以降の研
究の方向性についても精力的に調整を行っ
た。 
 
(4) ３年間の研究期間の最終年度に当たる平
成 29 年度は、研究成果のとりまとめに向け
た研究活動を実施した。 
まず、比較法的研究については、前年度、
予算の関係で招聘できなかった中国から、能
力概念について精通した２人の研究者を招
聘して、国際セミナー「中国における『能力』
概念の研究」を開催した。本セミナーでは、
国内の研究分担者及び研究協力者、さらに一
般の参加者を交えて、中国と日本の「能力」
概念の移動について活発に議論が行われた。 
また、研究代表者である宮下と研究分担者
である朱は、韓国の中央法学会からの招聘を
受け、2017年 11月３日に韓国・中央大学校
で開催された国際シンポジウム「高齢化社会
と高齢者の消費者主権」で本研究の成果を踏
まえた講演を行った。 
さらに、これらの研究をふまえて、研究代
表者の宮下と研究分担者の朱が最終的な研
究成果の発表へ向けて協議を行った。 
 
４．研究成果 
(1) 初年度の平成 27年度は、研究代表者の宮
下が、「意思能力」概念について分析をする
過程で比較対象として検討が必要となった
「適合性原則」に関する研究を深化させると
ともに、その成果を複数の論文の形で公表す
るとともに、日本消費者法学会第８回大会シ
ンポジウムで報告を行った。 

また、宮下は、「事理弁識能力」に関連し
て、成年後見制度における監督のあり方につ
いて、研究会において発表を行うとともに、
書籍において論文の形で公表した。 
 
(2) 平成 28 年度は、研究代表者の宮下が、
本年度も国内における「能力」概念に関する
議論をふまえて、前年度に引き続き適合性原
則に関する論文を執筆するとともに、行為能
力制度の対象となる若年者の年齢引下げを
めぐる動きに関連して新たな法制度の創設
を提唱する論文や消費者契約法の改正を通
して「能力」概念制度の狭間に置かれた者を
保護する必要性を説く論文等も執筆し、さら
に、行為能力制度に関連し、他領域の研究者
や実務家との共編著で認知症ケアの倫理と
法に関する書籍も刊行した。 
また、宮下は、2016 年５月 28 日に開催さ
れた日本成年後見法学会第 13 回学術大会に
おいて、障害者権利条約の批准や成年後見利
用促進法の制定を受けて、行為能力制度を前
提とした現行の成年後見制度の問題点と克
服すべき課題につき、指定討論者としてコメ
ントを行った。 
 
(3) 最終年度である平成 29年度は、研究代表
者の宮下は、わが国における問題状況を再度
整理したうえで、今後の研究の方向性を示す
べく、本年度末に「『消費者』としての『高
齢者』への『支援』のあり方」と題する論文
を本研究の成果の一部として公表した。 
 その他、本研究において開催した 2つの国
際セミナーの研究成果の発表へ向けたとり
まとめ作業を実施した。 
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